
、ド成19年1月30日  

科学技術研究調査における民間競争入札実施要項  

1科学技術研究調査の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき官  

（1）科学技術研究調査の概要等  

科学技術研究調査は、我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し、科学技   

術振興に必要な基礎資料を得ることを目的として、「企業等」、「非営利団体・公的機関」及び   

「大学等」に対し、毎年3月31日現在で把握している（⊃  

なお、従来、調査は国（総務省統計局）から調査客体に対して、直接、調査票を郵送し、   

記入された調査票を郵送又はインターネットにより回収する方法で実施してきている。  

ア 調査の対象  

調査の対象は、「企業等J、 「非営利団体・公的機関」及び「大学等」である。   

・企業等（標本調査）  

資本金1000万円以上の会社並びに特殊法人等及び独立行政法人（非営利団体・公的機  

関及び大学等に含まれるものを除く。）   

・非営利団体・公的機関（全数調査）  

人文小社会科学、自然科学等に関する試験研究又は調査研究を行うことを目的とする  

国・公営の研究機関、特殊法人等、独立行政法人（大学等に含去れるものを除く。）及び  

営利を目的としない民間の法人   

・大学等（全数調査）  

大学の学部（大学院の研究科を含む。）、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所及び  

大学附置研究施設並びに大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構  

イ 調査の規模   

調査の規模は、約18，000客体（内訳 企業等：約14，000、非営利団体・公的機関：約1，000、  

大学等：約3，000）  

ウ 調査時期   

調査日の属する年の5月16日から7月15日までの間において行う。  

エ 調査事項   

企業等、非営利団体・公的機関及び大学等の別に、それぞれ「調査票甲」、「調査票乙」及び  

「調査票丙」を用い、以Fの事項について調査する。   

なお、「調査票甲」は2種類あり、企業等グ）うち資本金l億円以上の会社並びに特殊法人   

等及び独立行政法人を「調査票甲（企業等A）」、資本金1億円未満の会社を「調査票甲（企   

業等B）」で調査する。  

（ア）調査票甲（企業等A）   

1 名称   



2 所在地   

3 代表者   

4 記入者   

5 企業等の現況   

6 従業者総数   

7 資本金   

8 総売上高   

9 営業利益高  

10 国際技術交流の有無  

11技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額  

12 研究実施の有無  

13 研究関係従業者数（研究者、研究補助者、技能者、研究事務その他の関係者、研究者  

のうち博士号取得者の別）  

14 採用・転入（新規採用者、転入者の別）、転出研究者数  

15 研究者の専門別内訳（19区分）  

16 社内で使用した研究費（人件費、原材料費、有形固定資産の購入費、リース料、その   

他の経費、有形固定資産の減価償却費の別）  

17 性格別研究費（基礎、応用、開発の別）  

18 製品・サービス分野別研究費（31区分）  

19 特定目的別研究費（ライフサイエンス分野、情報通信分野、環境分野、物質・材料分   

野、ナノテクノロジー分野、エネルギー分野、宇宙開発分野、海洋開発分野の別）   

20 社外から受け入れた研究費（国・地方公共団体、特殊法人・独立行政法人、会社、私  

立大学、非営利団体、外国の別）   

21社外へ支出した研究費（国・地方公共団体、特殊法人・独立行政法人、会社、私立大   

学、非営利団体、外国の別）  

（イ）調査票甲（企業等B）  

1 名称   

2 所在地   

3 代表者   

4 記入者   

5 企業等の現況   

6 従業者総数   

7 資本金   

8 総売上高   

9 営業利益高  

10 国際技術交流の有無  

11技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額  

12 研究実施の有無  

13 研究関係従業者数（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

14 採用・転入（新規採用者、転入者の別）、転出研究者数   



15 研究者の専i什j別内訳（19区分）  

16 社内で使用した研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じぐ｝）  

17 性格別研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

18 社外から受け入れた研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

19 社外へ支出した研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

（ウ）調査票乙（非営利団体・公的機関）  

1 名称   

2 所在地   

3 代表者   

4 記入者   

5 研究実施の有無   

6 従業者総数   

7 支出総額   

8 主な事業及び研究の内容   

9 支所又は分場の名称及び所在地  

10 研究内容の学問別区分（11区分）  

11研究関係従業者数（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

12 採用・転入（新規採用者、転入者の別）、転出研究者数  

13 研究者の専門別内訳（24区分）  

14 内部で使用した研究費（人件費、原材料費、有形固定資産の購入費、リース料、その  

他の経費の別）  

15 惟格別研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

16 特定目的別研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

17 外部から受け入れた研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

18 外部へ支出した研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

（ェ）調査票丙（大学等）  

1 名称   

2 所在地   

3 代表者   

4 記入者   

5 大学等の種類（大学の学部、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、大学共同利  

用機関、その他の別）   

6 分校・分場の名称及び所在地   

7 研究内容の学問別区分（12区分）   

8 従業者数（研究関係従業者数（「調査票甲」の研究者を、本務者（教員、大学院博士課   

程の在籍者、医局員・その他の研究員）及び兼務者に分けた。）、研究補助者、技能者、   

研究事務その他の関係者、研究以外の業務に従事する従業者、本務者のうち博士号取得  

者の別）   

9 採用・転入（新規採用者、転入者の別）、転出研究者数   



10 研究本務者の専門別内訳（42区分）   

11支出総額   

12 内部で使用した研究費（区分は「調査票乙」と同じ。）   

13 性格別研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）   

14 特定目的別研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）   

15 外部から受け入れた研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）   

16 外部へ支出した研究費（区分は「調査票甲（企業等A）」と同じ。）  

（2）科学技術研究調査に係る委託業務の内容  

委託業務は、科学技術研究調査における調査票の送付・回収（督促）、照会対応（記入指   

導等）に係る業務である。  

ア 業務期間   

平成19年5月14日から平成19年10月12日までとする。  

イ 業務内容  

国から調査票等調査関係書類（民間委託を明記した依頼文書を含む。）▲▲式（以下「調査票   

等一式」という。）の入った封筒（封絨済み、あて名印字済み）を受け取り・、郵便等により送   

付する。   

調査客体から、電話、FAX、手紙又は電子メールにより科学技術研究調査に関する照会（調   

査票の記入に対する疑義、インターネット提出に係る操作方法、調査に対する苦情等）があ   

った場合に、対応（回答）する。なお、照会対応業務に必要な調査票等 一式及び頻繁にある   

質問等を示した「照会事例集（仮称）」は国から入札説明会時に提示する。  

国から事前に提供される全調査客体のリストと毎週1回提供される調査票提出者のリスト   

を整理し、常時、提出状況を把握しておき、随時、調査客体に対して、電話、はがき等によ   

って調査票提出の督促を行う。なお、9月中旬以降には、標本設計（結果集計に必要な資本   

金階級別企業等）の観点から、督促が必要な調査客体を国から指定する場合がある。  

り 業務に伴う作成書類  

（ア）調査客体からの照会については、所定の様式（別紙1）に記載し、毎週1回、国に電子  

メールで報告する。督促時にあった照会についても同様とする。  

（イ）督促を行った調査客体のリストを、毎週1回、国に電子メールで提出する。  

（3）業務委託に関する留意事項  

ア 民間事業者は、上記（2）で示した業務（以下「本業務」という。）を実施するために、電   

話設備環境、FAX環境、インターネット環境等の必要な設備とそのための場所を用意する。  

イ 民間事業者は、「科学技術研究調査お問い合わせセンター（仮称）」という名称を用いて、   

本業務を実施する。なお、この名称及び国の委託事業である旨は、国が依頼文書に明記する。  

り 民間事業者は、本業務の適切な実施を確保するために、国との連絡・調整を行う担当者を   



設置することとする。担当者は、業務履行時間内においては、速やかに国と連絡・調整が取   

れる状態を保つこととする。，   

なお、国との連絡・調整はこの担当者を経るものとする。  

エ 民間事業者は、調査票の再送イ、jl衣頼があった場合及び調査事項の質問に回答できない場合   

は、速やかに同に連絡するものとする。  

オ 国は、民間事業者から調査票等 一式の再送付の申し肘が合った場合には、応じることとす   

る。  

カ 国は、民間事業者による業務終r後、7（1）アに示す民間事業者からの報告等により、適   

正な実施がなされたことを確認し、契約金額を支払う。  

（4）業務に当たり確保されるべき質  

ア 照会対応業務においては、調査票の記入等に関する電話等による照会があった場合に、国   

が提供する照会事例集に沿って対応すること。  

イ  ー連の業務（督促業務等）を通じ、以下の回収率を達成すること。ここで、回収率とは、   

提出された調査票（白紙を除く。）数を調査客体数で除した値を言う。  

（ア）督促回収率  

6月末日を基準日とし、同日から業務期間終7後の10月15日までの回収数を、基準日時   

点の調査票未提出者数で除して、「督促回収率」を算出する〔。  

「督促回収率」（7）目標とする水準は、大学等、非営利団体・公的機関、企業等の各カテゴ   

リーとも100％とする。なお、各カテゴリーについて、17年度の実績値である以下の数値を   

下回った場合、民間事業者は、業務期間終了後の事業報告書（後述）において、実績値を下   

回った原因に／⊃いて分析し、報告する。ただし、（ウ）の全体の匝川又率が実績値を上回った場   

合は、この分析・報告は必要としない。  

・人学等  100％（全て回収）  

・非営利団体・公的機関  99％  
・企業等  70％  

（イ）基準［］（6月末日）時点♂）回収率  

民間事業者は、基準日以前にも、調査客体に対し、調査票の提出に関する注意喚起を電話   

やはがき等によって行うことができる。こうした効果を測定するために基準日時点の回収率   

も算出する。基準日時点の回収率に関して目標とする水準は、17年度の実績値を元に、以   

下のとおりとする。  

・大学等  13％  

・非営利団体・公的機関  33％  

・企業等  30％  

（ウ）全体の回収率   



今回の業務期間全体にかかる回収率も算出する。全体の回収率に関して目標とする水準は、  

大学等、非営利団体・公的機関、企業等の各カテゴリーとも100％とする。  

2 科学技術研究調査の契約期間   

契約期間は、平成19年4月（契約締結後）から平成19年12月10日までとする。  

3 民間競争入札に参加する者に必要な資格  

（1）競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「法」  

という。）第10条各号（第11号を除く。）に該当する者でないこと。  

（2）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第70条の規定  

に該当しない者であること。（なお、未成年者又は被補助人であって、契約締結のために必  

要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。）  

（3）予決令第71条の規定に該当しない者であること。  

（4）総務省における物品等の契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている  

期間中の者でないこと。  

（5）総務省競争参加資格（全省庁統 一資格）の「役務の提供等」の調査・研究において「A」、  

「B」又は「C」の等級に格付けされている者であること。  

（6）本実施要項に記載する事項のとおり業務を実施・完了することができることを証明した  

者であること。なお、この場合の証明とは、落札者として決定された民間事業者との間で  

締結される法第20条第1項の契約（以下「本契約」という。）を締結することとなった場  

合、確実に完了期限までに実施・完了ができるとの意思表示を書面により証明することを  

いう。  

4 民間競争入札に参加する看の募集  

（1）民間競争入札に係るスケジュール（予定）   

ア 入札公告   

イ 入札説明会   

り 入札説明会終了後の質問期限   

工 入札書類提出期限   

オ 入札書類の評価   

力 開札   

キ 契約の締結   

ク 業務の引継ぎ  

平成19年1月F旬頃  

平成19年2月上旬頃  

平成19年2月中旬頃  

平成19年2月下旬頃  

平成19年3月F旬頃  

平成19年4月上旬頃  

平成19年4月上旬頃  

平成19年4月上旬頃から   

（2）入札実施手続  

ア 提出書類  



民間競争入札に参加する者（以F「入札参加者」という∴）は、入札金額を記載した書類  

及び業務実施の具体的な方法、その質の確保の方法等に関する書類（以下「企画書」という。）  

を提出することとする。なお、上記の入札金額には、本業務に要する 一切の諸経費の105分  

の100に相当する金額を記載することとする。   

イ 企画書の内容  

入札参加者が提出する企画書には、5で示す総合評価を受けるため、次の事項を記載する  

こととする。   

（ア）要員体制   

（イ）設備・環境   

（ウ）教育（研修）   

（ェ）照会対応業務   

（オ）督促業務   

（カ）セキュリティ対策  

5 落札者を決定するための評価の基準及び落札者の決定方法   

本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式によるものとす   

る。なお、評価においては、外部有識者等（評価者）による審査も行うこととする。  

（1）落札者決定にあたっての質の評価項目の設定  

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、本業務の目的・趣旨に沿っ  

た実行可能なものであるか（必須項目）、また、効果的なものであるか（加点項目）につい  

て行うものとする。  

ア 必須項目審査   

国は、入札参加者が企画書に記載した内容が、次の（ア）から（カ）の必須項目（最低限の要求   

要件）を満たしていることを確認する。全て満たす場合は合格とし、1つでも滴たしていな   

い場合は失格とする。  

（ア）要員体制   

本業務の運営にあたっては、業務担当者及びこれを総括する責任者を設置すること。   

① 責任者は、業務担当者を総括し、業務の質を適正に保つこと並びに設備の管理及び業務   

の監督を行う。また、1（3）りに記載した国との連絡・調整を行う者となる。   

② 業務担当者は、調査票等に対する照会に対し、迅速かつ的確な応対を行う。また、調査   

票を提出していない調査客体に対し、調査票が届いていないことを伝え、調査票提出の督   

促を行う。  

（イ）設備叩環境   

本業務に必要な場所及び設備等を用意すること。国から場所及び設備等を提供することは   

ない。  

（主 業務を実施する場所を明示すること。  

② 電話設備環境（番号を含む。）、FAX環境（番号を含む。）、インターネット環境（メール   

アドレスを含む。）等、業務に必要な設備はすべて用意すること。  

7   



（ウ）教育（研修）   

業務担当者等に対する教育（研修）のプログラム概要が、次の2点を含む内容であること。  

① 科学技術研究調査の概要及び調査事項等の応対について  

② 企業の秘密の保護に関する各種規定や統計法（昭和22年法律第18号）等について  

（ェ）照会対応業務  

照会の受付時間が、平目の9暗から18暗までを含むこと。  

（オ）督促業務  

業務期間内において、調査客体に対し、繰り返し調査票提出の督促を行うこと。  

（カ）セキュリティ対策  

本業務を行う場所において入退室管理を行うこと。また、使用するPC等の情報機器に情   

報漏えい防止対策を講じること。  

イ 加点項目審査   

上記アで合格となった入札参加者に対して、次の（ア）から（ク）の加点項目について審査を行   

う。効果的な実施が期待されるかという観点から、基本的には入札参加者の企画提案を相対  

評価することにより加点する。   

評価者は、加点項目ごとに入札参加者の企画書の内容を比較し、各入札参加者に対して次  

表の審査基準により0点から3点を付与する。各入札参加者の得点は、各評価者の得点の算  

術平均に、重要度に応じた加重を乗じた伯とする。  

表  審査基準（相対評価項目）  
評価 評価内容  

A  非常に優れている  

B  優れている  

C  標準的・普通  

D  記載なし、又は効果が期待できない  

3
2
1
。
 
 （ア）要員体制  

○ 実務経験豊富な業務担当者及び責任者であるか。［加重2］   

○ 統計調査に精通した責任者であるか。国が実施する統計調査の経験があれば 一層よい。  

［加重2］  

○ 不測の事態に備え、人員補助体制があるか。［加重1］  

（イ）設備・環境   

○ 電話設備が十分であり、様々な機能を有するか。［加重2］  

・電話及びFAXの回線数は十分か。  

・混雑や受付時間外等により応対できない着信に対して、予め録音した音声ガイダンス   



を流す機能を有するか∪  

・業務担当者の応対を責任者がリアルタイムにモニターできる機能を有するか。  

・通話内容の録音、平均応答時間の測定等の機能を有するか。また、それらを報告でき   

るか。 等  

（ウ）教育（研修）  

○ 業務担当者等に対する教育（研修）の計画に工夫がみられるか。［加重2］  

・研修方法が効果的なものか。  

・十分な研修時間を取るか〔＝， 等  

（ェ）照会対応業務  

○ 照会対応の運営（業務担当者の配置人数、受付時間等）に効果的な工夫がみられるか。  

［加重3］  

○ 迅速かつ適切な対応を可能とする方法が具体的に示されているか。［加重3］  

・頻繁にある質問等の整理方法が効率的なものか。  

・内部モニタリングを行うか。 等  

（オ）督促業務   

○ 提案される督促方法（手法、スケジュ⊥ル等）に回収率を向上させる工夫がみられる  

か。［加重3］  

○ トークスクリプト（対話台本）等が適切なものであり、適切な督促の実施方法が具体  

的に示されているか［加重3］  

・簡潔に要点を伝えるものか。  

・調査票の早期提出につながる表現があるか。  

・調査票の記入状況をよりよくするための方策があるか。  

・内部モニタリングを行うか。 等  

（カ）セキュリティ対策   

○ 効果的かつ実現可能なセキュリティ対策が具体的に示されているか。［加重3］  

・データの持ち出し及び持ち込み、並びに目的外のデータの閲覧を禁止する方法が具体  

的に示されているか。 等  

（キ）受託実績・資格   

○ 過去に同様の業務を受託しており、安定した運営が見込めるか。［加重2］   

○ 実施組織・部門がプライバンーマー ク制度や1S（〕9001（製品・サービスの品質保証の  

ための国際規格）の認証を受けているか。［絶対評価］  

・どちらもなければ0点、どちらか 一方があれば3点、両方あれば6点。  

（ク） その他   

○ 上記（ア）から（キ）にはない、創造性・新規性等のある効率的・効果的な実施方法が提案  

されているか亡ノ［加重3］   



ウ 上記ア及びイの各評価項目の配点、基準等については別紙2「評価表」による。  

（2）落札者決定にあたっての評価方法   

ア 選考方式  

（1）アで合格となり、かつ予決令第79条に基づい て作成された予定価格の範囲内である  

入札参加者に対して、入札価格及び上記（1）イで説明した加点項目に基づく質の評価を総合  

的に判断する総合評価落札方式（加算方式）を採用する。  

イ 評価方法  

（ア）評価表に基づく評価点（技術点）を算出する。  

（イ）入札価格を予定価格で除して得た値を1から減じて得た値に入札価格に対する得点配分  

を乗じて得た値（価格点）を計算する。   

（ウ） これら2つの合計点（総合評価値）の最も高い者を落札者とする。  

＜具体的な算出方法＞  

○ 技術点  

・評価表に基づく評価点（その他を除く）【配分84点】‥ a  

・評価表の「その他（創造性・新規性等）」の評価点（19番）【配分9点】… b  

O 価格点  

・入札価格の得点配分【配分84点＝ その他を除く評価表に基づく評価点の配分】  

×〔1－（入札価格／予定価格）〕‥  C  

⇒ 総合評価値＝ 技術点＋価格点＝（a＋b）＋c  

ウ その他   

（ア）落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により本契約の内容に適合した履行  

がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な  

取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予  

定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、上記の合計が最も高い1者  

を落札者として決定することがある。  

（イ）落札者となるべき者が2者以上あるときは、くじによって落札者を決定する。また、当  

該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって入札事務に関係のない国  

の職員にくじを引かせ落札者を決定する。  

（ウ）国は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落札者  

の総合評価点等について公表するものとする。  

（3）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱い  

初回の入札で落札者が決定しなかったときは、直ちに再度の入札を行うこととする。  

6 科学技術研究調査における従来の実施状況に関する情報の開示  
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科学技術研究調査における従来の実施状況に関する情報の開示については、別紙3（7）とおり   

とする。  

（1）従来の実施に要した経費  

（2）従来の実施に要した人員  

（3）従来の実施に要した施設及び設備  

（4）従来の実施における目的の達成の程度  

（5）従来の実施方法  

7 契約により民間事♯暑が講ずべき措置等  

（1）報告について   

ア 民間事業者は、次の（ア）から（ェ）について、同に報告するとともに、必要に応じて国から求  

められた場合にも同様に報告することとする。   

（ア）照会内容（毎週1［司）  ・・1（2）ウ（：ア）   

（イ）督促を行った調査客体のリスト（毎週1回）・1（2）ウ（イ）   

（ウ）勤務体制表  

毎月の業務担当者の配置実績及び勤務体制表   

（ェ）事業報告書（業務期間終了後、12月10日真でに提出）  

イ 国は、民間事業者から報告を受けたアの実施結果について取りまとめの上、遅くとも19  

年度末までに公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報告するものとする。  

（2）調査について  

国は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保するために、上記（1）の報告や  

次のアからりによるモニタリングの結果等により必要があると認めるときは、民間事業者に   

対し、業務の実施状況に閲し必要な報告を求め、又は民間事業者の事務所に立ち入り、業務   

の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる  

ものとする。  

立入検査をする固の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第26条第1項に基づくも   

のであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に  

提示するものとする。   

ア 民間事業者への電話（適宜）  

固から民間事業者へ電話し、業務担当者に様々な質問を投げかけることにより、適切な照  

会対応をしているかどうかを詳細に調べる。  

イ 調査客体への電話（適宜）  

民間事業者が督促を行った調査客体の中で、調査票に不備（甘紙等）があった者に対し、  

事後的に国から電話する。そこで、督促において調査票の記入を軽視するような発言・表現  

がなかったかどうかを調べる。  

ウ 従来の実施状況との比較（少なくとも毎月＝可以上）   

回収率について、実績値と比較することで進捗状況を確認する。  
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